
大阪取引所の商品関連市場デリバティブ取引及び東京商品取引所の商品市場に

おける取引に係る証拠金等の一体管理に関する特約 

 

 

株式会社コムテックス殿 

 

 

私は、貴社に設定する株式会社大阪取引所の開設する取引所金融商品市場にお

ける商品関連市場デリバティブ取引（金融商品取引法第２条第８項第１号に定

める取引をいう。以下同じ。）に係る口座（以下「先物・オプション取引口座」

という。）並びに株式会社東京商品取引所及び大阪堂島商品取引所の開設する商

品市場における取引に係る口座につき、証拠金等の一体管理（先物・オプション

取引口座（商品関連市場デリバティブ取引以外の取引が行われないよう適切な

措置が講じられている口座に限る。）及び商品市場における取引に係る口座に預

託する証拠金等に関し、以下の各号に掲げる取扱いを行うことをいう。）の特例

を受けるため、次の各号に掲げる事項を承諾し、これを証するため、この特約を

差し入れます。 

 

 

（１）私が貴社に預託する証拠金（金銭及び商品関連市場デリバティブ取引に

係る取引証拠金の代用有価証券及び商品市場における取引に係る取引証

拠金の充用有価証券の双方に利用可能な有価証券に限る。）は、すべて商

品関連市場デリバティブ取引分の委託証拠金として預託すること。 

（２）私が貴社に預託した前号の委託証拠金の額以上の取引証拠金を、貴社が

株式会社日本証券クリアリング機構（以下「クリアリング機構」という。）

における商品関連市場デリバティブ取引に係る区分口座（以下「金融商品

取引法下の取引証拠金口座」という。）及び商品市場における取引に係る

区分口座（以下「商品先物取引法下の取引証拠金口座」という。）に預託

すること。この場合において、各口座の預託額はクリアリング機構の定め

る取引証拠金所要額以上の額とし、その預託先に係る配分は貴社が相当

と認める割合において行うこと。 

（３）貴社が、クリアリング機構の金融商品取引法下の取引証拠金口座又は商

品先物取引法下の取引証拠金口座の預託額がクリアリング機構の定める

取引証拠金所要額を上回る場合、当該上回る額を限度に他方の口座に振

り替えることができること。 

 



（４）貴社が、証拠金等の一体管理の対象とする口座における商品関連市場デ

リバティブ取引及び商品市場における取引の値洗損益及び売買損益を通

算して管理し、当該通算した損益額については、クリアリング機構の金融

商品取引法下の取引証拠金口座及び商品先物取引法下の取引証拠金口座

にて取引証拠金として管理すること。 

（５）貴社が、商品関連市場デリバティブ取引又は商品市場における取引に係

る証拠金額のいずれかに不足（現金不足額を含む。）が生じた場合におい

て、他方の口座において証拠金額に余剰がある場合、当該余剰分の証拠金

（現金不足額の場合には現金に限る。）の額を限度に当該不足額に充当す

ること。 

（６）貴社が、証拠金等の一体管理の対象とする口座における証拠金の過不足

計算（現金不足額に係る計算を含む。次号において同じ。）を行う場合は、

商品関連市場デリバティブ取引及び商品市場における取引に係る値洗損

益及び売買損益を通算して行うこと。 

（７）貴社が、前号の過不足計算の結果、証拠金の不足額（現金不足額を含む。）

が発生した場合で、私が当該不足額を貴社が指示する所定の日時までに

預託しないときは、商品関連市場デリバティブ取引及び商品市場におけ

る取引に係る建玉を私の計算で処分することができること。 

（８）貴社が、証拠金の余剰分の返還を行う場合は、クリアリング機構の金融商

品取引法下の取引証拠金口座又は商品先物取引法下の取引証拠金口座か

ら取引証拠金の返戻を受けることとし、その返戻元に係る配分は貴社が

相当と認める割合において行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

差換預託に関する同意書 

 

 

私は、私が貴社に差し入れた先物・オプション取引口座設定約諾書（以下「約諾

書」という。）第３条第２項の規定にかかわらず、貴社が金融商品取引法等の一

部を改正する法律（平成２４年法律第８６号）附則第４条第１項に規定する特定

会員として、私が差し入れ又は預託した証拠金のうち委託証拠金の全部又は一

部について、貴社が委託証拠金として保管し、これに相当する金銭又は代用有価

証券等を取引証拠金としてクリアリング機構に差換預託することについて、こ

こに同意します。つきましては、約諾書第１７条の規定により私の委託に基づく

未決済約定につき支払不能による売買停止等時の建玉の移管又は転売若しくは

買戻し若しくは権利行使が行われた場合においては、次の各号に掲げる事項に

つき、一切の異議を申し立てないことを承諾します。 

 

（１）株式会社日本証券クリアリング機構は、貴社について支払不能による売買

停止等が行われた後遅滞なく、貴社が差換預託分の取引証拠金として預託

している代用有価証券等を適当と認める方法により換金処分すること。こ

の場合において、当該換金のために要した費用は、当該取引証拠金の額か

ら差し引かれること。 

（２）私が取引証拠金の返還を求めた場合には、私の預託した委託証拠金が現金

であるか代用有価証券等であるかにかかわらず、金銭でのみ返還が行われ

ること。 

（３）私が取引証拠金の返還を求めた場合において、貴社が差換預託分の取引証

拠金として預託している代用有価証券等に係る相場の変動等のため、私が

返還請求権を有する額全額の返還が受けられないことがあり得ること。こ

の場合の未返還額については、未決済約定の引継ぎが行われた場合におけ

る引継先の取引参加者（引継先の取引参加者が非清算参加者である場合に

はその指定清算参加者を含む。）及び株式会社日本証券クリアリング機構に

対しては、一切の請求を行わないこと。 
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